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Ⅳ 特別調査事項    

「消費税率の引き上げ」について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

「消費税率の引き上げ」について 

 （１）消費税率引き上げの影響 

「売上げの減少」        ４６.１％ 「利益の減少」        ４２.３％   

「税率変更に伴うコスト増」  ３３.２％ 「価格競争の激化」       ２７.５％ 

「駆け込みの需要」      ２６.６％ 「販売価格の値下げ要請」   １６.７％ 

「その他」           ０.８％ 「特になし」         １３.６％ 

 （２）販売価格に転嫁できる見込み 

「ほぼ転嫁できる見込み」      ３７.０％ 「一部だけ転嫁できる見込み」２３.０％ 

「全く転嫁できる見込みがない」１６.５％ 「わからない」       ２１.１％ 

「その他」             ２.５％     

 （３）取引先からの対応 

「販売価格の減額を強要」    １０.０％ 「取引数量の減少を示唆」   ７.２％ 

「商品の購入等を強要」      ２.５％ 「本体価格の交渉拒否」    ２.３％ 

「取引停止を示唆」        １.１％ 「その他」          ３.１％ 

「特になし」                  ７８.９％ 

 （４）今後の対策 

「経費削減の強化」       ４８.４％ 「販路開拓の強化」     ３０.１％ 

「仕入れコストの削減」    ２９.７％ 「販売価格の見直し」    ２７.０％ 

「新商品等の開発」      １９.８％ 「取扱い商品の見直し」   １６.７％ 

「人員削減」          ８.６％ 「その他」          ２.６％ 

「特になし」          １９.０％ 

※本文中の数値については、グラフの他、アンケート調査集計表（Ｐ１８以下）を参照してください。

○ 消費税率引き上げの影響について聞いたところ、「売上げの減少」（４６.１％）

が最も多く、次いで「利益の減少」（４２.３％）、「税率変更に伴うコスト増」 

 （３３.２％）、「価格競争の激化」（２７.５％）の順であった。 

  また、「特になし」は１３.６％であった。 

○ 今回の増税分を販売価格に転嫁できる見込みを聞いたところ、「ほぼ全て転嫁

できる見込み」と回答した企業は３７.０％であった。 

   これに対し、「一部だけ転嫁できる見込み」が２３.０％、「全く転嫁できる見

込みはない」が１６.５％、あわせて３９.５％となり、「ほぼ全て転嫁できる見

込み」を２.５ポイント上回った。 

  また、２１.１％の企業が「わからない」と回答があった。   

 

○ 取引先からの対応状況を聞いたところ、「販売価格の減額を強要」（１０.０％）

が最も多く、次いで「取引数量の減少を示唆」（７.２％）、「商品の購入、サービ

ス利用、利益提供を強要」（２.５％）の順であった。 

  また、「特になし」と回答があった企業は７８．９％を占めた。 

 

○ 今後の対策を聞いたところ、「経費削減の強化」（４８.４％）が最も多く、次

いで「販路開拓の強化」（３０.１％）、「仕入れコストの削減」（２９.７％）、「販

売価格の見直し」（２７.０％）の順であった。 
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「消費税率の引き上げ」について  

（１）消費税率引き上げの影響（集計表Ｐ３３参照） 

消費税率引き上げの影響について聞いたところ、「売上げの減少」（４６.１％）が最も

多く、次いで「利益の減少」（４２.３％）、「税率変更に伴うコスト増」（３３.２％）、

「価格競争の激化」（２７.５％）の順であった。また、「特になし」は１３.６％であった。 
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「駆け込みの需要」と回答した企業の業種別をみると、「パルプ・紙・紙加工品」 

（５１.７％）が最も多く、次いで「輸送用機械器具」（３９.０％）、「プラスチック製品」

（３７.１％）、「金属製品」（３２.２％）の順であった。また、上位４業種は製造業が占

めており、５番目が「家具・装備品」と共に非製造業の「卸売・小売業」であった。 
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影響の内容【複数回答】 

「駆け込みの需要」と回答した企業（業種別） 
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（２）今回の増税分を販売価格に転嫁できる見込み（集計表Ｐ３４参照） 

  今回の増税分を販売価格に転嫁できる見込みを聞いたところ、「ほぼ全て転嫁できる見

込み」と回答した企業は３７.０％であった。これに対し、「一部だけ転嫁できる見込み」

が２３.０％、「全く転嫁できる見込みはない」が１６.５％、あわせて３９.５％となり、

「ほぼ全て転嫁できる見込み」を２.５ポイント上回った。また、２１.１％の企業が「わか

らない」と回答があった。 

  業種別にみると、「ほぼ全て転嫁できる見込み」は製造業が４２.８％と、３２.８％であ

った非製造業を１０.０ポイント上回った。 

 

   

 

                 

   「全く転嫁できる見込みがない」と回答した企業を業種別にみると、「不動産業」 

 （３０.８％）が最も多く、次いで「家具・装備品」（２８.３％）、「パルプ・紙・紙加工

品」（２１.７％）及び「情報サービス」（２１.７％）、運輸業（２１.３％）の順であっ

た。また、上位１０業種のうち、非製造業が６業種を占めている。 
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販売価格に転嫁できる見込み（全体） 

「全く転嫁できる見込みがない」と回答した企業（業種別） 
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（３）取引先からの対応【複数回答】（集計表Ｐ３５参照） 

  取引先からの対応状況を聞いたところ、「販売価格の減額を強要」（１０.０％）が最も

多く、次いで「取引数量の減少を示唆」（７.２％）、「商品の購入、サービス利用、利益

提供を強要」（２ .５％）の順であった。また、「特になし」と回答があった企業は 

 ７８．９％を占めた。 
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（４）今後の対策【複数回答】 （集計表Ｐ３６参照） 

 今後の対策を聞いたところ、「経費削減の強化」（４８.４％）が最も多く、次いで「販

路開拓の強化」（３０.１％）、「仕入れコストの削減」（２９.７％）、「販売価格の見

直し」（２７.０％）の順であった。 
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取引先からの対応【複数回答】 

今後の対策【複数回答】 


